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原子力委員会 第３回放射線専門部会  議事録 

 

１．日時  平成１５年１１月２０日（金）１４：００～１６：３０ 

２．場所  中央合同庁舎第４号館 ４階 共用第２特別会議室 

３．出席者  

招聘者： 

等々力 節子 独立行政法人食品総合研究所 

食品工学部電磁波情報工学研究室主任研究官 

西村 実   独立行政法人農業生物資源研究所 

放射線育種場突然変異遺伝子研究チーム長 

専門部会委員： 

竹内原子力委員（部会長）、久保寺参与、朝長参与、青木委員、碧海委員、 

阿部委員、岡田委員、久住委員、小佐古委員、佐々木委員、高田委員、 

土井委員、石毛委員、藤原委員、星委員、山口委員 

原子力委員会： 

木元委員 

事務局等： 

   （内閣府）後藤企画官 

（内閣府（食品安全委員会事務局））三木課長補佐 

（農林水産省）安中課長 

（厚生労働省）太田課長補佐、渕岡健康影響対策専門官 

（文部科学省）庄崎課長補佐 

（経済産業省）宮本産業技術調査官 

（環境省）西田総括補佐 
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４．議題 

（１）農業・食品分野の放射線利用に係る状況について 

（２）放射線利用についての国民理解の促進について 

 

５．配付資料 

 資料放第３－１－１号   農業・食品分野における放射線利用研究開発 

 資料放第３－１－２－１号 放射線照射食品への対応状況について 

 資料放第３－１－２－２号 放射線照射食品検知技術について 

 資料放第３－１－３号   食品安全委員会の概要、評価等について 

 資料放第３－２－１号   放射線利用に係るＰＡ状況について 

 資料放第３－２－２号   放射線利用に係る技術移転状況について 

 資料放第３－３号     原子力委員会第２回放射線専門部会議事録 

 参考資料第１号      原子力委員会放射線専門部会構成員 

 

６．議事概要 

（１）開会にあたり、竹内部会長より挨拶があった。また、事務局より、配布資

料の確認及び専門委員の交代（西川孝一委員が退任。石毛光雄委員が就

任）の報告が行われた。 

 

（２）農業及び食品分野の放射線利用に係る状況について、以下の関係各省及び

有識者より説明を受けた 

・安中 正実  農林水産省農林水産技術会議事務局研究開発課長 

・等々力 節子 独立行政法人食品総合研究所 

食品工学部電磁波情報工学研究室主任研究官 

・西村 実   独立行政法人農業生物資源研究所 

放射線育種場突然変異遺伝子研究チーム長 

（以上三氏は資料放第３－１－１号に基づき説明） 

・太田 裕之  厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課課長補佐 

          （資料放第３－１－２－１号に基づき説明） 
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・渕岡 学   厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課 

健康影響対策専門官 

          （資料放第３－１－２－２号に基づき説明） 

・三木 朗   内閣府食品安全委員会事務局評価課課長補佐 

          （資料放第３－１－３号に基づき説明） 

その後、以下のとおり質疑応答がなされた。 

 

（竹内部会長）話を伺ったところですと、農水省では放射線照射は有効な手段

であるとしていて、厚労省ではまだ国民的に心配があってそこまでいく必

要はないのではないか、というところかと思います。また、食品安全委員

会の方からも現状分析を紹介していただきました。私自身の体験ではこう

いう３省庁が一堂に会して話すのは初めてです。私自身がいろんなところ

から聞く話では、食品照射については、もっと進めるべきだというのと、

そんなことやる必要はないというものに、かなり議論が分かれています。

まずはその議題から、入ってまいりたいと思います。 

    私からの質問は、厚労省の方へ、実際に照射された食品が人体に悪い影

響が出るか出ないか、そういうことは検討されていないのでしょうか。要

するに、照射されたかどうかは判断できるけれども、最終結果で、照射さ

れたものが人体に悪い影響はあるかどうか、その辺は何かありますか。 

    それから、これは全般に関係するのですが、日本の「１５０Ｇｙを超え

てはならない」というのと国際的な「１０ｋＧｙ以下で問題がない」とい

うのはかなり単位が違うので、その辺をもう少し補足していただければと

思います。 

（厚労省太田氏）１つ目の質問の放射線で照射された食品は果たして人体に影

響があるのかないのかということですが、これについて、厚労省として具

体的にそれを検討したのはかなり前になります。馬鈴薯の発芽防止を許可

した際に、馬鈴薯に関するデータについて、そういった評価を行っている

ということです。 
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 現在においては、まさにこれはリスク評価という話になりますので、今

の段階で厚労省からお答えするのは難しいと思っていますが、研究が行わ

れており、また国際的にも専門家グループの間で健全性について問題がな

いというような結論が得られるなど、科学的知見は相当集まっていると理

解しています。 

    ただ、その一方で、説明の中にありましたシクロブタノンといった問題

などで、データがまだ完全ではないのではないかと懸念する声もあります。

厚労省としては、まず、放射線照射食品について消費者の理解がある程度

醸成されるということが前段階としてあって、その段階に至れば、そうい

ったこれまでやられた研究成果等々に基づいて食品安全委員会に対して健

康影響評価をお願いする、というような流れになるのではないかと思って

います。 

    ２つ目の質問の１５０Ｇｙと１０ｋＧｙは開きがあるということですが、

目的によって照射線量は変わってきますので、馬鈴薯においては、当時、

研究が行われ１５０Ｇｙ以下で発芽防止の効果があることと、その安全性

が評価されて許可されています。 

（竹内部会長）もう１点。アメリカや韓国は、ハンバーガー辺りでＯ－１５７

の問題が多発して、相当、放射線を最近強くかけるようになったと思うの

ですが、日本のハンバーガーはそんな問題はないと聞いていますが、事実

なのですか。 

（碧海委員）竹内部会長の発言に直接係るものではないのですが、私もちょっ

と伺いたいことがあります。説明の中で消費者の反対と言われましたが、

消費者の反対と一括りに言えるほどのものが本当にあるかどうか。資料放

３－１－２－１号２頁を見ると、「我が国には放射能に対する歴史的、国民

的アレルギーがあり」とありますが、放射線利用についていろいろなＰＡ

活動をやっていて一番感じることとして、放射能と放射線の区別がされて

いないことがあります。食品照射に関しては放射線と放射能の区別ができ

なかったらもう全然議論になりませんが、消費者の恐怖というのは、例え

ばチェルノブイリの後に放射性物質が降って食品にくっついたことと、放



-5- 

射線を照射して殺菌するということが全く混同されているということもあ

るので、消費者の反対という前に、まず消費者に対して本当にそういう放

射能と放射線は違うという説明がされているのか、という辺りをもっと考

える必要があると思いますがいかがでしょうか。私も消費者の一人ですが、

私は食品照射に賛成していますので。 

（厚労省太田氏）まずは、どの程度消費者間にこういったものに対する拒否反

応みたいなものがあるかということで、具体的にアンケート調査みたいな

ものを厚労省として行ったことはありませんが、ただ、スパイス協会が要

望書を出した際も、消費者団体の方はそれに反対する要望書を出していて、

また、国会でもこういったものに関して質問がされております。その質問

も、推進ではなく、対象拡大以前に、馬鈴薯がそもそもが適切でないので

はという質問が出ています。ですので、漠然とした不安が、食品安全委員

会のモニターのアンケート結果を見ても伺えるように、現に存在するでは

と判断しています。 

 また、放射能、放射線の区別といった基本的な知識がないが故に、余計

不安になっている部分があるのではという指摘ですが、そういった部分も

あると思っていますが、非常によく理解されている消費者の中にも不安を

持たれている方がいるのも事実で、ある文献が出てその文献が後で否定さ

れるといったことがあったりするわけですが、そういったものが一時的に

も出されていたことから不安を持たれている方や、研究者の中にも科学的

見解で異議を唱える方が全くいないかというと、そういうわけでもないと

いう状況で、いろいろ不安を持たれる部分があるのではないかと思います。 

    多くの消費者もやはり漠然とした不安というのは、基礎的な科学的な説

明等々をすることによって、ある程度解消できる部分もあると思いますが、

これについて政府として、特に厚労省として、いわゆるパブリックアクセ

プタンスに努めるかどうかは議論のあるところではと思っておりまして、

スパイス協会から要望が提出されたことですので、業界としてそういった

ＰＡ活動に努めていただきたい、と今のところ回答している状況です。 

（碧海委員）放射能と放射線は違うということの説明は、スパイス協会とは全
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然関係ないと思います。むしろ、それこそ原子力利用の問題で、別に厚労

省だけにお願いしたいという気は全然ないのですが、やっぱり消費者の反

対があるということで済ますのではなく、どこにそれの原因があるかを考

えるべきではないかというのが私の意見です。 

（小佐古委員）４つほどお伺いしたい。最初は、今の質問とも絡むことですが、

厚労省としても、あるいは場合によると農水省も関係あるのかもしれませ

ん。実は今、放射性物質が入ったものを皆さんが食べるという基準がある

ということです。これは注意しておきたいのですが、国際食品規格委員会

は既にチェルノブイリの事故後に、事故後の食品に関する基準を決めてい

るわけです。これは１０ｍＳｖを摂取、そのほかに食品に入ることを容認

するとなっていて、放射性物質が入ったものを容認する、それを食べても

よい、ということを既に決めているわけです。さらに、今、国際原子力委

員会、ＤＳ１６１の中で、常時いろいろなものに含まれる放射線レベル、

放射能レベルというものを決める議論がスタートしていて、木材中の容認

できる放射能レベル他を決めるのですが、ＷＨＯと世界食料機構は放射性

物質がある量入っていることを容認してそれを決めるということです。厚

労省あるいは農水省は、そういうものを片一方で認めていながら、一方で

はそういうものは残らない，ＷＨＯが出している報告書で科学的には問題

ないであろうという食品照射を理解が進まないからということで放置され

ることは、非常にバランスが悪い行政をやることになると思います。この

ことについて少し見解を聞かせていただきたい。 

 ２番目ですが、スパイス協会が要望を出されてもう３年もたっていて、

この間いろいろなものが進んだと思うのですが、外から見ると聞き置かれ

たまま放置されているというふうに見えます。そこら辺をどうされるのか

ということです。研究は進んでいるという紹介はあったのですが、昨年、

研究課題評価委員会というのがありまして、相当量のお金を、食品照射す

る、あるいはそれを検知することに使われていますが、評価委員会の意見

はかなり辛口でありました。相当量のお金を使いながら、一体それが推進

するために使われているのかというかなり辛口の批判があったことは、こ
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こで紹介しておきたいと思います。 

    アメリカではＯ１５７等の問題があって食肉の照射を認めているわけで

すが、我が国では、臭化メチルを片一方で穀物に照射していてあるリスク

を容認している。左手ではこういうリスクを容認しているということで、

右手には、放射線を照射することによるリスクがあるレベルあると思うの

ですが、どちらが国民の健康にとっていいのか、どちらのリスクが低いの

かをきちんと分かるように国民に説明すべきだと思います。臭化メチルは

年限を区切ってやめることを決めてものを言いながら、もう一方のリスク

のことの情報を出さないのは、これもやはり行政としては非常にバランス

が悪い。意地の悪い言い方をすると、知っているのに教えないのか、とな

るのではないかと思います。それが２番目の点です。 

    ３番目の点ですが、食品安全委員会の説明の中で、いわゆるリスク評価

とリスクマネジメントを分けて考えるということをおっしゃっていて、食

品安全委員会から、マネジメントを実際にやられることになる厚労省や農

水省に評価結果を回していただきたいということがあります。資料放３－

１－３号１８頁で、発ガンの可能性が高いと感じる要因で放射線は第２位

になっています。こういう高いランクにあるものが、１３ある専門調査会

の検討課題になぜ入っていないのか。国民が非常に不安に思い、高いレベ

ルにあるリスクをなぜ議論しないのかというのが質問です。是非、どこか

の時点で、先程の国際食品規格委員会では直に平常時のものが出てきます

ので、それも含めて早いうちに１４番目の項目として取り上げていただけ

ないかということです。 

    最後ですが、資料放３－１－２－１号を見ますと、「食品照射業を営もう

とする者は、都道府県知事の許可を得ること」とあって、後ろの方では、

厚労省に認可の要請がされておりとなっていますが、その辺の関係はどう

かということで、もし、知事とかに許可権限があるのでしたら、私たちが、

そういう地方行政府に対して、例えば何とか特区、特別区を用意してやっ

てください、というようなことをお願いしてよろしいのでしょうか。実は、

医療の方で、仙台市の方でＰＥＴの特区申請がなされて、そういう短寿命
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核についての規制緩和を科学的根拠に基づいてお願いしたところ、議論が

とんとん拍子に進み、特区だけでなく全国規模でやってほしいということ

が数カ月以内に決まったという経験があって、そういうことが可能なのか

ということです。 

（厚労省渕岡氏）１点目について、質問は、放射性物質について残留基準とい

った基準がある一方、放射線照射を認めていないのはアンバランスではな

いかという内容だったと思いますが、これについて、程度の問題といいま

しょうか、放射性物質の場合は、土壌を含めて非常に広いところに分布し

て、それにゼロというものを要求した場合は、食べる物がなくなってしま

うというようなことが起こり得るわけで、そういう場合には人の健康影響

がないという範囲を認めるということが必要なのではないかと思います。

一方、放射線照射は、先程こちらからも説明したところですが、衛生管理

の手法が向上したり、管理手法が確立されてきたり、冷凍技術が向上して

きたというようなところで、現在直ちに必要なものではないという考えの

もとに対応しており、放射性物質の扱いとは異なるものではないかと考え

ております。 

（農水省安中氏）農水省としては、食品照射についての態度は一応ニュートラ

ルと行政部局は考えており、また、片一方で、食品衛生法に基づいて対応

していくということになりますので、やはり法律に則った対応をしなけれ

ばいけないというのが私どもの立場です。 

 スパイス関係の研究も要請が出されて３年ということで、今説明したと

ころの食品総合研究所でいろいろな研究もやっていて、それがダイレクト

にスパイスに対する食品照射を促進することにつながっていないという指

摘についてですが、それは、研究部分のデータを行政に生かす部分等にタ

イムラグがあるのではないかというのが１点です。 

    臭化メチルの件ですが、臭化メチルも確かに農薬として非常に効果が高

い。しかしリスクも大きいということで使用禁止にします。代替技術とし

ていろいろな研究をして整えてきております。現在臭化メチルでやってい

るのは、栗の中に入ってくるクリシリゾウムシの防除法が最後に残されて
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いるぐらいです。土壌の燻蒸とか、そういうものは別の方法を準備したり

しております。 

（食品総合研究所等々力氏）殺虫の話ですが、原子力試験研究費をいただいて

いまして、研究を進めているところでございます。栗についても、１つの

選択肢としてガンマ線照射のデータを昨年とりましたし、それから電子線

照射についても今進めていて、総合的な判断はまた別ですが、そういう問

題に研究としては対処いたしております。 

（食品安全委員会三木氏）先ほどご説明が悪くて申しわけありませんでしたが、

食品安全委員会は、リスク評価をやるということを説明しましたが、リス

ク管理と全くつながっていないというわけではなく、例えば厚労省なり農

水省からこういったものについてリスク評価をして下さいという要請があ

りましたら、その都度評価していくということになっていまして、資料放

第３－１－３号１１頁にあるような、例えば添加物であるとか、動物用医

薬品等の既に評価を終えたものは、リスク管理機関である厚労省なり農水

省に評価結果をお返しして、そこで適切な管理を行っていただくというこ

とになります。 

 それと、先程の放射線照射食品について３割ぐらいが不安に感じている

というものは、私どもがお願いしている食品安全モニターの方の感想であ

り、かなり行政に対して協力いただいている方でもこれぐらいの不安を感

じているということで、この結果を踏まえて、すぐに評価をするというこ

とではないと思いますが、リスクコミュニケーションなり、いろいろなこ

とをやっていく必要があるのではないかということで今回お示しさせてい

ただいたところです。 

（竹内部会長）試験研究の話が出ましたが、原子力委員会としては、非常に厳

しい状態の中で、やはり国民の役に立つような研究をぜひ進めていただき

たい。ここでお話を承ると、省庁の関係みたいなやりとりになって、答え

が出ないようなことになるのですが、先程、小佐古さんが言われたように、

国民に答えが全部出るような格好にしないといけないと思います。 

 １点申しますと、私は青森と縁が深いのですが、青森の方はニンニクの
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件で困っています。先ほど、厚労省からの話で、代替方式について誰かが

考えたとき、その関係者自らが国民を説得してから提案を持っていらっし

ゃいと言われましたが、国民的な理解を得るということは、普通の業界で

はやっていけないのではないか、それをやるのは国ではないかと思います。

こういった相談を受けて成果が出て反映されるような仕組みにしないと、

日本全国が遅れていくのではないか。スパイスの肩を持っているわけでは

なく、これでは日本だけが特異な国になって、放射線が日本の貿易障壁に

なってしまう、世界で特異な国になってしまうというような気もしないで

もありません。臭化メチルとかいろいろな新しいリスクがわかってくると

き、片一方はだめといったときに、もう一方に国民が頼られるような仕組

みにしないと。放射線ゼロの食品なんて世の中にあるはずもなく、時間遅

れのないようにというのがお願いです。 

（小佐古委員）食品安全委員会の説明で、リスクアセスメントとリスクマネジ

メントを分けて、アセスメントは責任を持ってやって、その結果をマネー

ジされる農水省や厚労省に渡して、いろいろなものが粛々と進むと私は理

解しましたが、そうであれば、例えば既に決まった、国際食品規格委員会

が出しているような緊急時の食品の話や、今から決まっていく常時の食品

の放射能レベルについて、食品安全委員会の方でアセスをやられてその結

果が下側に回ると聞こえましたが、そういう了解でよろしいでしょうか。

この質問は、ここで議論されている食品照射についても、食品安全委員会

でアセスをやられた結果が厚労省なり農水省に行くのかという質問ともリ

ンクしています。 

（食品安全委員会三木氏）リスク管理とリスク評価について、リスク評価は食

品安全委員会で責任を持って行っています。リスク管理については、リス

ク評価の結果を踏まえて、リスク管理機関である厚労省なり農水省に適切

にやっていただき、基本的には、リスク管理が適切かどうかを時々モニタ

リングしながら、適切にやられていなければ勧告をするといった権限があ

るという形になっています。リスク評価については、いろいろありますが、

基本的には、リスク管理として規格基準とかが定められているものについ
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ては、厚労省なり農水省から、規格を作るなり規格を改正するためにここ

を評価してくれという依頼があって、食品安全委員会で評価していくこと

となります。 

 この他、食品安全委員会独自で食品健康影響評価をやるような仕組みが

ありまして、但し、これは、消費者の健康保護という観点で緊急性なり必

要性なりを十分に検討した上で独自にやらなければいけないということと

なるかと思いますので、今のところ、事務局としては、消費者保護の観点

から食品照射に関して緊急性とか必要性はまだそんなにないのかなという

考えでいます。 

（厚労省太田氏）営業許可と食品の規格基準の許可の話が出ていましたが、確

かに営業許可は都道府県知事が許可することとなっていますが、食品の規

格基準という衛生確保の観点から設定されている規格基準は、国で決めて

います。特区の話もありましたが、国は、原則、衛生確保の観点から食品

照射を禁止としていますので、特区にはなじまないと考えています。 

（農水省安中氏）食品照射は作物を生産する場面で農薬とかに代替可能な技術

ですから選択肢の一つと思います。食品照射を選択肢として選んでいくに

は、基本的には原則として禁止している厳然とした法律があり、法律を変

えてまでやると持っていくには時間がかかり、まだ厚労省や農水省もいろ

いろ検討しなければいけない。ですから、先ほどニュートラルと言いまし

たが、それもターゲットではあるがそれ以外の方法も当然検討して、即効

性のあるあるいはできるだけ効果の上がる方法を持っていくということで

す。農水省でいろいろ作物を生産していくときに、殺菌といった場面で、

もう他に代替する方法が全くなく照射のみとなって、ある程度認められた

方法になれば、それはもう積極的にやっていくということにはなりますが。 

（木元原子力委員）厚労省が、法律で選択肢はこれだけという考えを示さなけ

ればやっていいわけですよね。それを直せば良いということでしょう。そ

れがなければできる、法律だけだと思います。 

（農水省安中氏）そう思います。 

（木元原子力委員）科学的根拠がちゃんと確立して、ＷＨＯでもああいう見解



-12- 

を出しているわけですから。 

（食品総合研究所等々力氏）我々の立場としては、必要性があるものについて

は選択肢の一つとしてあらゆる方法と比較検討した上で判断すればいいと

いう意味での中立の立場にいて、特定の最初から放射線照射を推進すると

いうことではないという立場だということをご理解いただきたい。科学的

に判断根拠となるようなデータを出すというのが当研究所の立場という理

解のもとに仕事をしています。 

（木元原子力委員）それを厚労省がどうご判断なさるかということにかかるの

かもしれないというところで、厚労省に伺いたいことがあります。大分前

ですが、食品衛生法の一部改正か何かで審議をしたときに、「食品の安全を

担保するために食品照射という選択もある」といったことを私は発言して

います。婦人団体の方からは「それは嫌だ」ということで、強烈な話し合

いをその公開の場で行った記憶がありますが、婦人団体の方の中から「食

品照射をして放射線が当たるとそこに放射能が残る」という意味の発言が

あって驚いたことがあります。いろいろやり取りをしましたが、食品照射

はＷＨＯでも認めていて、これを生協も認めています。消費者団体といっ

ても認めている団体はたくさんあって、一部の声高の団体の声を聞いてし

まったのかなという懸念もあったのですが、調べていただきたいのは、そ

の報告書の中に「食品の安全性を保つためには放射線照射がある」という

ことを明記してあるということです。それを受けて、厚労省は一歩一歩進

んでいると理解していたのですが、今回、スパイス協会の要請に対して、

スパイス協会が消費者団体を説得する手法を講じてそれを行えというのは、

ちょっとおかしいのではないかという気がしています。 

    一方、厚労省は医学面でかなり放射線利用をやっていて、特区みたいな

ところもあって、本当にいろいろな形で進歩しています。それなのに食品

に関してのみ何故か頑なというか抵抗しているような気がしますが、何か

理由があるのですか、医学面なら良いということでしょうか。 

    婦人団体の方とやり取りしたときに、「あなたは放射線を利用していませ

んか」と聞いたら「利用していない」と言われました。だから「あなたは
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健康診断に行ったときにＸ線照射を受けませんか」と聞くと「受けていま

す」と言われたので、「それは残りますか」と伺うとお答えはありませんで

した。申し上げたいことは、厚労省が医学面で放射線利用を進めるのなら

ば、放射線の正しい知識といいますか、放射線の有効的利用について食品

照射を含めてお出しになる、あるいはそういう啓蒙活動をなさるという意

思はないのでしょうか。 

（厚労省太田氏）食品照射について、衛生確保を実現するための手法として今

後用いるか用いないかということに関しては、その前段階に、直ちにこれ

を認めないと微生物学的なリスクが高まる等々の、まず緊急性があるかど

うかが一つポイントとしてあると思っています。 

    それから、パブリックアクセプタンスに努める必要があると言っている

わけですが、これは、関係省庁とも連携しながらやっていく必要があると

思っていて、原子力委員会の部会の場でそういった方策等について議論い

ただくのは非常に意味のあることだと思っています。 

（木元原子力委員）提言があるのですが、厚労省と原子力委員会で一緒に活動

しましょう。食品照射については、経済性に優れて即効性もある有効な手

段だと思うので、緊急性はなくても、国として国民の利益になると判断し、

採りいれた方が良いと思うので、ぜひ一緒にやらせてください。 

（厚労省太田氏）直ちにこの場で回答するのは難しいので、持ち帰り検討させ

ていただきます。 

（青木委員）私は食品安全委員会に非常に期待しています。８条委員会ですか

ら、原子力委員会や原子力安全委員会と同様に自ら企画して検討し決定す

ることができるので、厚労省や農水省があるにしても、食品安全委員会が

中心になって、話に出ていることをやっていくことができると思います。

逆にそうでないと、厚労省も農水省も困ってしまうと思います。その辺を

よくお考えになってください。 

（岡田委員）質問のような提言のようなことを一つ。食品に対する健全性の議

論を中心に話が進んでいると思いますが、それはもちろん一番大事なこと

ですが、経済性の評価も忘れてはいけないと思います。昭和４２年頃に研
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究されたことかもしれませんが、時代が変わっていますし、保冷技術が進

んでいるとともに照射技術も進んでいるということがあり、公的機関が経

済性評価も行って総合的に判断することが必要ではないでしょうか。食品

は、国民の経済生活にもろに係ってくるものですから、安ければ、放射線

に対する日本人のトラウマも段々低くなってくるのかなという感じもしま

すので、今後そういった検討を公的機関でするのであれば、その視点を入

れていただきたいと思います。 

（久保寺参与）先ほど、青森のニンニクの話が出ましたが、つい数日前に青森

に行って、農業技術士といった資格を持った自ら経営もやっている方々と

お話をしたときに「低温保存をしても芽が出てしまうので、どうやったら

芽が出ないかをいろいろ試してみたところ、４０度、５０度の温湯に３０

分くらい入れた後、濡れているといけないので乾かして、それから低温保

存すれば、幾らか長い期間に渡って芽が出なくなるということが分かって、

今それをやろうと思っている」という話があったのですが、大変な労働が

必要で、まさに経済性に影響してくるのではないかと思いました。 

    もう一つ。日本はエネルギー資源のない国です。電気を使って冷蔵冷凍

の技術が幾らたくさんできたとしても、一箇所つくってそこに集中してや

ることはできませんし、農家の方々の負担は大きいですし、エネルギーも

たくさん使わなければいけない、ということも少し頭の中に入れておいて

いただきたい。それから、食品の安定供給という面でも、やはりどのくら

い食品を変化なく保存できるかということがとても大事なことではないか

と思っています。そういうことを考えると、資料放３－１－２－１号２頁

で「冷凍・冷蔵技術等の向上普及に伴う食品の冷凍・冷蔵貯蔵等による衛

生確保の実施によって、現在のところ直ちに放射線照射対象食品を拡大す

る衛生上の必要性に迫られていない」と書かれていますが、その視点だけ

ではない、行政庁としての役目、責任があるのではないかと思います。 

    蛇足ですが、１２団体連盟で香辛料への放射線照射の認可申請に反対す

る要請書が出たと書いてありますが、一体どういう理由で反対されている

かを次までに教えていただきたいと思います。というのは、スパイス協会
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の側では、放射線は出てもこれだけ安全です、食品としての価値も低減し

ませんと、いろいろな科学的データを出して要請を提出していると思いま

す。それに対してのこの反対の要請が、単に民意が怖いから、恐ろしいか

らという理由による反対であったとしたら、行政として非常にアンバラン

スではないかと思います。 

（厚労省太田氏）反対の要請書自体は、スパイス協会宛てに出されていますの

で、スパイス協会の了解等が得られれば、次回提出することはできると思

いますし、次回を待たずとも、事務局を通してお渡しすることもできると

思います。 

（木元原子力委員）先ほど、小佐古委員が発言された特区の話について、法律

ではジャガイモの芽止めは認可されていて、国として認めているわけです

が、青森がジャガイモの芽止めをやると申請したらＯＫは出ますか。青森

に施設を設置することは可能ですか。資料放３－１－２－１号によると、

都道府県知事の許可を得れば営業することができるという解釈ができます

が。 

（厚労省渕岡氏）都道府県知事の許可を得ればできるということになります。 

（青木委員）先ほど、食品安全委員会に期待していると言いましたがもう一声。

資料放３－１－３号３頁に専門調査委員会が挙げられていますが、残念な

がら、放射線のホの字も出ていません。是非、放射線のホの字を少し出し

ていただきたい。 

（木元原子力委員）日本人は欧米に旅行をして、照射されたハーブティーを飲

み、照射されたスパイスが入った料理や肉も食べて、それに対して抵抗な

くおいしかったと言われる方が一杯います。そういうことからも国民の間

には絶対的な反対が多いとは言えないだろうと思います。こういうことも

前提に考えていきたいと思います。 

（碧海委員）２日前に静岡で「暮らしと放射線」という一般の女性を対象にし

たフォーラムをやりました。前回、私たちが行った調査の報告をしました

が、その調査のフォローとして行っているもので、もう４回目になりまし

たが、私たちがそういうフォーラムを行うときに心がけていることは、例
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えば、食品照射についてだけ説明するのはなく、私たちが生活する中でい

かに放射線といろいろなところで関わっているかという話をするようにし

ています。食品照射は安全だといったことだけの説明は、一般の人が求め

ていることではないと思います。 

 そういう中で、私が必ず話題に出すものとして、実験動物のえさがあり

ます。あれは放射線で完全滅菌されていますが、放射線を当てたえさを食

べ続けていて、別に問題が出ていないわけで、私たちのそれこそ食生活の

安全のためとかの目的で実験動物を使って研究しているわけですが、その

えさには放射線を照射しているという話をしています。その話をすると、

結構一般の人たちは納得します。つまり実験動物のえさはもう放射線滅菌

していると。そういったことから、もっと多面的なＰＡ活動をする必要が

あると思います。 

１つ伺っておきたいのですが、実験動物のえさに放射線を照射するのは、

どの法律に係るのでしょうか。それについて放射線の使用を認めるような

法律があるのでしょうか。 

（小佐古委員）実験動物だけではなくて、タイではペットや動物などに与える

缶詰に対して相当量のものが食品照射されています。それらには輸出向け

のものが含まれていて、場合によったら日本にも入ってきていると思うの

ですが、それらにどういう法律的な位置付けがなされているのかも、併せ

て教えていただきたい。 

（農水省安中氏）今この場で、これに基づいていますとお答えできませんので、

それは調べさせていただくということでお願いしたい。 

（竹内部会長）それでは、その点については次回お願いします。大分ホットで

長い議論になりましたが、非常に実のある議論だったと思います。この話

は引き続き今後の委員会でも闊達に議論を続けることになると思います。 

 

 

（３）放射線利用についての国民理解の促進についての審議にあたり、事務局よ

り、資料放第３－２－１号及び資料放第３－２－２号に基づき、関係機関
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におけるＰＡ活動状況及び技術移転状況の調査結果についての報告が行わ

れた。また、資料放第３－２－２号のうち、日本原子力研究所の技術移転

実績について、岡田専門委員より補足説明が行われた。 

その後、以下のとおり質疑応答がなされた。 

 

（竹内部会長）只今、放射線利用に関するＰＡ活動の状況について事務局が紹

介したわけですが、内部で議論をしたところ、ベース教育の部分、すなわ

ち、小・中学校から高校ぐらいまでの教育カリキュラムに放射線といった

ものががっちり入っているかどうかといったことが分からなくて、そのよ

うな問題もいずれ取り上げたらどうかという議論がありました。 

（青木委員）その話に関係して、放射線教育フォーラムというＮＰＯがあって、

私も会員の一人なのですが、そこで教育という問題に正面きって取り組ん

でいますので、そちらにお聞きになると良いと思います。 

（久保寺参与）いろいろなＰＡが行われていて、お金を出される省庁も幾つか

ありますが、それぞれパターンが違っています。方法は様々あっていいと

思うのですが、これだけ３０年以上も膨大なお金と労力と時間を使ってや

ってきたにも係らず、今も原子力ＰＡというものの絵はできていないと思

います。それは、皆が縦糸だけで横糸が何にもないということがあると思

います。ここで皆、抜本的に気持ちを入れかえて、原子力ＰＡに係ってい

る方が一堂に会して、今後の役割分担と方向性を省庁指導の下にもう一回

練り直していただきたい、という希望があります。予算をとってきて、何

回やった、何人来た、というのは２番目の話でして、その最初の話の方が

大事ではないかと思います。 

（土井委員）学習指導要領に、原子力をエネルギーとして取り上げるというこ

とが、最近入ったわけですから、その教育の場で原子力をエネルギーとし

て教える、あるいは放射線を教えることには問題はないと思います。 

 前回も言いましたが、今、小、中、高校に、産業技術総合研究所のエネ

ルギーコーディネーターとして派遣されて、話をして歩いています。その

ときに一番感じることは、特に先生方に多いのですが、物事を教えると知
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識として理解してくれるのですが、納得はしていないということがありま

す。知識としてはわかる、どのぐらいまでの放射線を浴びても大丈夫とい

うことはわかる、だけれども、本当に心の底から納得していない。ですか

ら、知識としてではなく、納得してもらえるところまで、十分に人間関係

をつくって話をしていくことが非常に大事ではないかと思っています。 

    話は変わりますが、我々は法的に問題のない行動様式は自分たちで選ん

でいるわけで、先ほど議論していた食品についても、利用者に選ばせる、

そういうチャンスを与える法体系にしていかないといけないと思います。

食品安全委員会は、これはダメということを見つける委員会と思いますか

ら、そこで安全上の問題が指摘されないということは、むしろ技術的には

安全ということではないかと思います。問題は、やはり、安全と安心が違

うということですから、技術的に問題がなければ、一応通して、国民にど

ちらを選ぶのかという選択権を与えるべきだと思います。例をあげると、

がんの検診のＰＥＴがあります。日本中に６８台あって、これから毎年、

多分３０台ぐらい増えると聞いていますが、病気でもない人もそれを利用

しています。健康な人がそういうところへ行けるという選択を今国民は与

えられているということだと思います。ですから、是非そういったことを

この委員会などで答申すべきではないかと思います。 

（朝長参与）放射線育種の技術移転データを見ますと、例えば低アミロース系

統は北海道では奨励品種として採用されているとなっていますが、これは

食品として許可されているということと思いますが、育種に係る放射線利

用の法的なレギュレーションはどうなっているのでしょうか。 

（農業生物資源研究所西村氏）品種を育成するには１０年ぐらいかかります。

稲ですと種に照射しますが、品種ができ上がるまでに１０世代ぐらい経て

いるわけです。そういったこともあって、突然変異育種については大方の

アクセプタンスは得られているのではないかということが一つあります。 

もう一つは、一番初めに放射線による突然変異育種で育成されたレイメ

イという品種は１９６６年に出されて、広く普及して多くの方が実際に食

べているということがあります。現在は、キヌヒカリという、作付面積が
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大体ベスト１０に入るような品種ですが、これはその親のそのまた親に、

放射線を当ててつくったミュータントが使われているもので、年間数万ｈ

ａの栽培が今も行われていて、１５年程経っていて、もう実際に一般の方

の家の中に入っているということがあります。先ほど話が出た、低アミロ

ースといったものも、機能性の食品ですので広くは作られてはいませんが、

もう食品として皆様のお手元に届いています。 

（石毛委員）農水省の研究総務官をやっていますが、作物の品種改良の手段に

ついては、今、非常にホットなトピックになっています。伝統的には、品

種改良は、良いものと良いものを掛け合わせて、その後、両方が良い特性

を持ったものを選ぶという技術になります。今、西村氏が説明したような

突然変異は、総合的に変えるというよりは、むしろある特定の性質を人間

にとって好都合なもの、例えば病気に強くなる、タンパク質を低くする、

あるいは味がよくなる、いろいろなものがあるのですが、そういうポイン

ト的になるときに非常に有効な技術となります。それから、本委員会とは

関係ありませんけれども、我々が非常に今熱心に取り組んでいる遺伝子組

み換え技術といったような手段もあります。但し、その手段によってでき

たものについて安全かどうかという点では、組み換え技術に関しては法律

もできてレギュレーションはあるし、また食品衛生法でもきちんと書かれ

ていますが、突然変異によって品種改良したものについての食品の安全性

に関しては、通常のものと変わらないということで特別なレギュレーショ

ンはないと思います。 

（朝長参与）できあがった品種の食品としての安全性はどうやって確かめるの

ですか。食べてわかるのですか。 

（山口委員）それに関連することを少し。突然変異によって改良された品種の

安全性について、週刊誌の記者から質問がありまして、私のところでその

誤解を２時間かけて説得したことがあります。論理的にきちんと説明すれ

ば納得していただけることなので、最初に論理的に説得するかしないかが

ボタンのかけ違いの分かれ目になると思います。 

（石毛委員）山口委員の方からお話がありましたが、そのような類の話はたま
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にぽつぽつと当方のところにも来ます。その説明としましては「基本的に

農作物といったものは従来からそういう変異の積み重ねによって品種を改

良してきたものである。その手法として突然変異というのは非常に有効な

方法であり、それを積み重ねることによって良い方向に持っていくことも

やっている。そういう実績によって非常に人間が恩恵をこうむっている。

また、その結果において、そういった突然変異を育種したものを人間が食

して、何ら一例も問題が起きていない」というように説明に努めていると

ころです。 

（土井委員）よく聞かれるのですが、放射線を当てたりあるいは自然に起こっ

てくる突然変異を積み重ねてできる新しいものと、遺伝子組み換えで作っ

たものとはどこが違うのでしょうか。私は同じではないかと思いますが。 

（石毛委員）基本的に、生物の原理からすれば、ＤＮＡからＲＮＡに転写され

てタンパク質になって、それが酵素的な働きをする、あるいはそれが貯蔵

タンパクとして使われることになりますが、そういう意味では、遺伝子の

メカニズムの中に組み込まれている以上、生物として全く同じ機能です。

ですが、技術的には、自然突然変異と人工的突然変異を更に加速させるや

り方とは原理的には相当違いがあり、つまり、ランダムに起こる突然変異

と、ある特定のタンパク質を意図的に作らせる技術は違うということで、

そういう新技術に対する人間の経験とか蓄積がまだ足りないということで

今は特別なレギュレーションで行っているということです。 

（佐々木委員）ＰＡ活動に関連しての報告ですが、現在の原子力長期計画がつ

くられましたときに、第５分科会は国民生活に貢献する放射線利用という

報告書をつくらせていただきました。そのとき、久保寺参与と私が共同座

長を務めておりましたが、その内容を一般の方々に是非知っていただきた

いというご意見があり、私たち座長もそのように思っていましたので、そ

の報告を核にして、放医研ＯＢの岩崎民子氏が著作した一般向けの本「知

っていますか？放射線の利用」を出版しました。今年７月末に丸善から出

版されており、いろいろなところの書評でも概ね好評のようですが、書店

で手に入るはずですので、できましたら是非ご覧いただきたいと思います。 
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（竹内部会長）非常に闊達な議論がありました。最終的には日本人は放射線の

トラウマに捉まっている国民だというような、これは教育から直さなけれ

ばいけないということも多分あるのではないかと思います。そのような議

論などがあると思いますので、年内にもう一回開催したいと思っています。

闊達な議論をいただきましてありがとうございました。 

以 上 


